
• 諸外国首脳から、知・徳・体のバランスのとれた力を育むことを目指す初等中等教育や、実践的かつ高度な技術者教育を行う高等専門学校制度など、「日本

型教育」に対して、強い関心が寄せられている。

• 日本型教育の海外展開は、「第３期教育振興基本計画」（平成30年6月閣議決定）において、新たな柱として盛り込まれており、また、「インフラシステム海

外展開戦略2025」（令和2年12月）、教育再生実行会議第十二次提言（令和3年6月）においても、具体的施策として盛り込まれている。

• 世界を一変させた新型コロナウイルス感染症の影響をうけ、「予測困難な時代の学びの保障」がG20教育大臣会合等での主要課題となっている。

コロナ禍を踏まえた新たな日本型教育の戦略的海外展開に関する調査研究事業 令和5年度要求・要望額 73百万円

前 年 度 予 算 額 74百万円

外務省・経産省や国際協力機構（JICA）、日本貿易振興機構（JETRO）、地方公共団体、教育機関等との連携のもと構築してきた「日本型教育の海外

展開官民協働プラットフォーム」を活用し、コロナ禍を踏まえた新たな日本型教育の戦略的な海外展開に関する調査研究を実施。

背 景

事 業 概 要

ポストコロナの新時代おける、更なる日本の教育の国際化（新たな教育プログラムの開発、国際教育連携の加速等）、親日層の拡大・SDGsへ

の貢献（各国との関係強化、相互理解促進）、日本の経済成長への還元等。

これまでの実績と成果

◆平成28年度から令和３年度の６年間で、事業を合計45か国・地域にお

いて、80件実施

◆日本側の教員、職員、児童・生徒等の参加人数 26,000人

相手国の教員、職員、児童等の参加人数が 91,000人を超える

⇒ 日本の教育の国際化に貢献し、着実な成果が上がっている

①「日本の教育文化・制度」の国際プレゼンスの向上

②外国人児童生徒への教育ノウハウの蓄積

③日本側の授業づくりや教員研修の見直し

④諸外国の優れた取組の「逆輸入」

⑤事業展開国からの留学生の受入

⑥教育に関する産学官での新たなパートナーシップの構築 等

◆また、現地学習指導要領（音楽）に器楽教育が導入されたり、国立

工科大学に現地国内初のロボット学科を新設する際に日本型カリキュラムが

導入されるなど、多くの成果。

◆令和４年度は公衆衛生教育等の海外展開に関する調査研究及びアフリ

カ諸国のニーズ把握・海外展開の方策等に関する調査研究の計７件実施。

期待される効果

（EDU-Portニッポン2.0）

更なる成果を上げるための具体的な取組

日本型教育に関する動画配信（８言語）など

◆官民協働プラットフォームの運営

・官民の代表からなる有識者会議

・シンポジウム、セミナー、国際フォーラムへの出展

・海外展開事業者への個別相談・ マッチング

・広報、プロモーション活動

・スクールビジットの受入・調整支援

◆アフリカにおける戦略的海外展開に関する調査研究

・TICAD8を機に開始した、ポストコロナにおけるアフリカ諸国の

ニーズ把握・海外展開の方策等に関する調査研究を実施。

◆予測困難な時代の学びを保障する学習手法の共有と

海外展開に関する調査研究

・全ての子供に公平で質の高い教育を確保するためのデジタル技術

の活用、生涯にわたって必要な知識・技能を身に着けるためのスキル

の育成等に関する我が国の特色ある取組を海外に広く紹介し、展開

を図る方策についての調査研究を実施。

資料５


